
厚生専門部会 高齢福祉分科会

協議細目

その他

区　　分 単　位　等 金　　額 区　　分 単　位　等 金　　額

0% １時間以内 ２００円 ３０分未満 － 0%

10% 10%

村内 ２００円

高富町梅原地区 ３００円

村内（片道） ２００円 以降３０分増ごと ８０円

郡内（片道） ３００円

その他

具 体 的 な 調 整 内 容

実費相当分（基本利用料　１回２００円）
※　下肢・体幹機能障害２級以上は１／２

美 山 町

・　障害老人の日常生活自立度判定基準に
よるランクＢ・Ｃに該当する者　など

　高富町の例により実施する。

内　容

利用料等
（負担率）

高 富 町 ・ 伊 自 良 村 ・ 美 山 町 合 併 協 議 会 の 調 整 方 針 

伊 自 良 村

福祉関係事業(高齢者福祉関係)協　議　項　目

　町内の医療機関への通院に係る外出支援
（月２回まで）

内　容

　次のいずれかに該当する者

40%

60%

80%

90%

　［委託先］　伊自良村社会福祉協議会 　［委託先］　美山町社会福祉協議会

生計中心者の前年所得税課税年額
が８万円超１４万円以下の世帯

生計中心者の前年所得税課税年額
が１４万円超の世帯

生計中心者の前年所得税課税年額
が１万円超３万円以下の世帯

40%

生計中心者の前年所得税課税年額
が３万円超８万円以下の世帯

60%

生計中心者の前年所得税課税年額
が８万円超１４万円以下の世帯

80%

生計中心者の前年所得税課税年額
が１４万円超の世帯

90%

２３０円

家事援助

　要介護認定者を除く、６５歳以上の高齢者
単身世帯又は７５歳以上の高齢者夫婦の世
帯で、家事援助等を必要とする者　など

通院介助

　要介護認定者を除く、概ね６５歳以上の高
齢者単身世帯又は高齢者夫婦の世帯で、家
事援助を必要とする者　など

１時間以上１時間
３０分未満

買い物介助
（１回当たり）

１００円
３０分以上１時間
未満

生計中心者の前年所得税課税年額
が１万円超３万円以下の世帯

生計中心者の前年所得税課税年額
が３万円超８万円以下の世帯

　家事援助（炊事、洗濯、掃除、買い物等)、
買い物介助、通院介助

　家事援助（炊事、洗濯、掃除、買い物等)
　家事援助（炊事、洗濯、掃除、買い物等)の
みとする。

生活保護法による被保護世帯

生計中心者が前年所得非課税世帯

生計中心者の前年所得税課税年額
が１万円以下の世帯

20%

１５０円

対象者

・　市町村民税非課税世帯の要支援又は要
介護認定者で、通院の困難な者

対象者

生活保護法による被保護世帯

生計中心者が前年所得非課税世帯

　［委託先］　高富町社会福祉協議会

　家事援助（炊事、洗濯、掃除、買い物等)

　要介護認定者を除く、６５歳以上の高齢者
単身世帯又は７５歳以上の高齢者夫婦の世
帯で、家事援助を必要とする者　など

生計中心者の前年所得税課税年額
が１万円以下の世帯

　新市において調整する。

調 整 の方 針

　［委託先］　高富町社会福祉協議会

高 富 町

実費に対する負担率

区　　　　　　　分

 各種事務事業の取扱い

　　※　町村単独事業

　国又は県等が定める制度については、現行の実施方法を基準とし、市域全体で実施するよう新市において調整するものとする。

　各町村独自の制度については、趣旨や目的に沿った効果的な制度として、市域全体で実施するよう新市において調整するものとする。

　高齢福祉関係の事業については、従来の実績等を尊重しつつ市域全体の均衡を考慮し、新市において調整し実施するものとする。

実費に対する負担率

利用料等

外出支援サービス事業

　新市において調整する。

家事援助等事業

　　※　国庫補助事業

　高富町の例により実施する。

　実費相当分とする。

以降３０分増ごと
家事援助

　要介護認定者を除く、６５歳以上の高齢者
単身世帯又は高齢者夫婦の世帯で、家事援
助を必要とする者等とする。

20%
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厚生専門部会 高齢福祉分科会

協議細目

その他

補助率 補助率

その他

利用料等

補助率 　自己負担無し 　自己負担無し

　紙おむつ・清拭きタオル等の購入助成（月
５，０００円まで）とする。
※　助成券（クーポン）方式による。

生計中心者の前年度市町村民税所
得割課税額が３万円以上１０万円未
満の世帯

50%

区　　　　　　分

　生活保護法による被保護世帯、生
計中心者の前年度市町村民税所得
割課税額が３万円未満の世帯

100%

　紙おむつ・清拭きタオル等の購入助成（月
５，０００円まで）

　［委託先］　伊自良村社会福祉協議会

　国の負担基準による。

　国の基準（概ね６５歳以上の低所得者で、
高齢者単身世帯の者）による。

　　電磁調理器給付、電話貸与（加入権・電
話機）・工事費負担

　［委託先］　伊自良村社会福祉協議会 　新市において調整する。

　［実施機関］　美山町社会福祉協議会 　新市において調整する。

　在宅で１ヵ月以上、寝たきりにより常時おむ
つを必要とする６５歳以上の要支援又は要
介護認定者のうち、前年度の市町村民税所
得割課税額が１０万円未満の者等。ただし、
ショートステイを月に２０日以上利用している
者は対象外とする。

区　　　　　　分

　生活保護法による被保護世帯、生
計中心者の前年度市町村民税所得
割課税額が３万円未満の世帯

100%

　　※　国庫補助事業

利用料等

　６５歳以上の高齢者単身世帯又は高齢者
夫婦の世帯で寝具の洗濯・乾燥をすることが
困難な者若しくは要介護度３以上の者とす
る。

　寝具の乾燥・消毒、水洗い（年４回まで）と
する。

　事業に要した経費の１割程度 　事業に要した経費の１割程度 　事業に要した経費の１割程度とする。

内　容 　寝具の乾燥・消毒（年４回まで） 　寝具の乾燥・消毒、水洗い（年３回まで）

　国の負担基準による。 　国の負担基準による。

生計中心者の前年度市町村民税所
得割課税額が３万円以上１０万円未
満の世帯

50%

老人日常生活用具給付等事業
対象者
　国の基準（概ね６５歳以上の低所得者で、
高齢者単身世帯の者）

　国の基準（概ね６５歳以上の低所得者で、
高齢者単身世帯の者）

内　容
　電磁調理器給付、電話貸与（加入権・電話
機）・工事費負担

　電磁調理器給付、電話貸与（加入権・電話
機）・工事費負担　　※　国庫補助事業

高 富 町 ・ 伊 自 良 村 ・ 美 山 町 合 併 協 議 会 の 調 整 方 針 

伊 自 良 村

福祉関係事業(高齢者福祉関係)

美 山 町 具 体 的 な 調 整 内 容

調 整 の方 針

高 富 町区　　　　　　　分

　　※　県単独事業（高富町）

　　※　町村単独事業
　　　　　（伊自良村・美山町）

協　議　項　目  各種事務事業の取扱い

寝具類等洗濯乾燥消毒サービス事業
対象者

　要介護度３以上で、在宅時に常時ふとんの
上で生活している者

　概ね８０歳以上の高齢者単身世帯の老人
又は要援護老人で、寝具の洗濯・乾燥をする
ことが困難な者

　紙おむつの購入助成（月４，０００円まで） 　紙おむつの購入助成（月２，５００円まで）

紙おむつ購入助成事業

　在宅で１ヵ月以上、寝たきりにより常時おむ
つを必要とする６５歳以上の要支援又は要介
護認定者のうち、前年度の市町村民税所得
割課税額が１０万円未満の者

　在宅で寝たきりにより常時（概ね６ヵ月）おむ
つを必要とする６５歳以上の者又は要介護度
が４以上の者

　在宅で寝たきりにより常時（概ね６ヵ月）おむ
つを必要とする６５歳以上の者又は心身に重
度の障害があることにより在宅で寝たきりによ
り常時（概ね６ヵ月）おむつを必要とする者

対象者

内　容
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厚生専門部会 高齢福祉分科会

協議細目

その他

高 富 町 ・ 伊 自 良 村 ・ 美 山 町 合 併 協 議 会 の 調 整 方 針 

伊 自 良 村

福祉関係事業(高齢者福祉関係)

美 山 町 具 体 的 な 調 整 内 容

調 整 の方 針

高 富 町区　　　　　　　分

協　議　項　目

　無料。ただし、通話料・乾電池代は自己負
担。

　緊急通報装置、携帯用ペンダント送信機、
ペンダント用受信機、火災センサーの設置・
貸与

　無料。ただし、通話料・乾電池代は自己負
担。

　緊急通報装置、携帯用ペンダント送信機、
ペンダント用受信機、火災センサーの設置・
貸与を実施する。

　無料とする。ただし、通話料・乾電池代は自
己負担とする。

・　６５歳以上の高齢者単身世帯の者 ・　６５歳以上の高齢者単身世帯の者

内　容
　緊急通報装置、携帯用ペンダント送信機、
ペンダント用受信機、火災センサーの設置・
貸与

　緊急通報装置、携帯用ペンダント送信機、
ペンダント用受信機、火災センサーの設置・
貸与

・　寝たきりの６５歳以上の老人のみの世帯
の者　など

・　寝たきりの６５歳以上の老人のみの世帯の
者　など

　次のいずれかに該当する者 　次のいずれかに該当する者とする。

・　身体障害者手帳の交付を受け、障害の程
度が１級から３級までの単身世帯の者

・　身体障害者手帳の交付を受け、障害の程
度が１級から３級までの単身世帯の者

　次のいずれかに該当する者

・　身体障害者手帳の交付を受け、障害の程
度が１級から３級までの単身世帯の者

・　身体障害者手帳の交付を受け、障害の程
度が１級から３級までの単身世帯の者

・　６５歳以上の高齢者単身世帯の者 ・　６５歳以上の高齢者単身世帯の者　など

　　　　（高富町・美山町の一部は

災害弱者緊急通報システム設置事業

対象者

　次のいずれかに該当する者

利用料等
　無料。ただし、通話料・乾電池代は自己負
担。町単独事業）

　　※　国庫補助事業

・　寝たきりの６５歳以上の老人のみの世帯の
者　など

　［委託先］　同朋会 　［委託先］　伊自良村社会福祉協議会 　［委託先］　美山町社会福祉協議会 　新市において調整する。

　原則として、月曜日から金曜日までの毎
昼・夕食宅配料を助成する。

利用料等
　宅配料は無料。ただし、食材料・調理代を
直接委託業者へ支払う。

　無料 　１食につき２００円
　宅配料は無料。ただし、食材料・調理代を
直接委託業者へ支払う。

内　容
　原則として、月曜日から金曜日までの毎昼・
夕食宅配料助成

　週１回の昼食配食助成 　月１回の昼食配食助成

 各種事務事業の取扱い

対象者
　６５歳以上の高齢者単身世帯又は７５歳以
上の高齢者夫婦の世帯で、町長が必要と認
めた者

　７０歳以上の高齢者単身世帯又は７５歳以
上の高齢者夫婦の世帯の者

　７０歳以上の高齢者単身世帯又は８０歳以
上の高齢者夫婦の世帯の者

　６５歳以上の高齢者単身世帯又は７５歳以
上の高齢者夫婦若しくは身体障害者のみの
世帯の者とする。

　　　　　（高富町・美山町）

　　※　町村単独事業（伊自良村）

高齢者等配食（宅配）サービス事業

　　※　国庫補助事業
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厚生専門部会 高齢福祉分科会

協議細目

負担率 負担率 負担率

　　※　県単独事業

　世帯の生計中心者の前年所得税課税年額
が１４万円以下の世帯に属する６５歳以上の
在宅要援護老人（寝たきり度判定基準がＡ・
Ｂ・Ｃ又は介護を要する痴呆性老人）若しくは
同居しているもの又は同居しようとする者等
とする。

 各種事務事業の取扱い

区　　　　　　分

　生活保護法による被保護世帯、生
計中心者の前年所得非課税世帯

0%

　世帯の生計中心者の前年所得税課税年額
が１４万円以下の世帯に属する６５歳以上の
在宅要援護老人（寝たきり度判定基準がＡ・
Ｂ・Ｃ又は介護を要する痴呆性老人）若しくは
同居しているもの又は同居しようとする者　な
ど

　世帯の生計中心者の前年所得税課税年額
が１４万円以下の世帯に属する６５歳以上の
在宅要援護老人（寝たきり度判定基準がＡ・
Ｂ・Ｃ又は介護を要する痴呆性老人）若しくは
同居しているもの又は同居しようとする者　な
ど

　世帯の生計中心者の前年所得税課税年額
が１４万円以下の世帯に属する６５歳以上の
在宅要援護老人（寝たきり度判定基準がＡ・
Ｂ・Ｃ又は介護を要する痴呆性老人）若しくは
同居しているもの又は同居しようとする者　な
ど

　高齢者等の日常生活の利便を図るため
の、住宅の居室・浴室・洗面所・台所・便所・
玄関・廊下等のバリアフリー化のための改善
工事への助成を実施する。

区　　　　　　分

0%

県の制度による。 県の制度による。

生計中心者の前年所得税課税年額
が３万円超１４万円以下の世帯

40%

　生計中心者の前年所得税課税年
額が３万円以下の世帯

20%

生計中心者の前年所得税課税年額
が３万円超１４万円以下の世帯

40%

区　　　　　　分

補助基準額　５０万円　　　　※　県の基準額 補助基準額　５０万円　　　　※　県の基準額補助基準額　５０万円　　　　※　県の基準額 補助基準額は県の基準額とする。

対象者

内　容

　高齢者等の日常生活の利便を図るための、
住宅の居室・浴室・洗面所・台所・便所・玄
関・廊下等のバリアフリー化のための改善工
事への助成

　高齢者等の日常生活の利便を図るための、
住宅の居室・浴室・洗面所・台所・便所・玄
関・廊下等のバリアフリー化のための改善工
事への助成

　生活保護法による被保護世帯、生
計中心者の前年所得非課税世帯

　生計中心者の前年所得税課税年
額が３万円以下の世帯

生計中心者の前年所得税課税年額
が３万円超１４万円以下の世帯

　生計中心者の前年所得税課税年
額が３万円以下の世帯

20%

　生活保護法による被保護世帯、生
計中心者の前年所得非課税世帯

0%

協　議　項　目

　高齢者等の日常生活の利便を図るための、
住宅の居室・浴室・洗面所・台所・便所・玄
関・廊下等のバリアフリー化のための改善工
事への助成

助成率等

高齢者住宅改善助成事業

負担率

県の制度による。

20%

40%

県の制度による。

高 富 町 ・ 伊 自 良 村 ・ 美 山 町 合 併 協 議 会 の 調 整 方 針 

伊 自 良 村

福祉関係事業(高齢者福祉関係)

美 山 町 具 体 的 な 調 整 内 容

調 整 の方 針

高 富 町区　　　　　　　分
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厚生専門部会 高齢福祉分科会

協議細目

　　※　国庫補助事業

　　※　国庫補助事業

対象者

　　※　国庫補助事業

対象者

　　※　町単独事業

　日常動作訓練、健康チェック、健康相談、
レクリエーション、入浴　など

　概ね６５歳以上で、一時的に養護する必要
があると認められる者

　美山地域のみ送迎ありとし、その他は新市
において調整する。

内　容

　要介護状態になるおそれのある６５歳以上
の者

　概ね６０歳以上の者とする。

　日常動作訓練、健康チェック、健康相談、
レクリエーション　など

　基本的に、日常生活指導、日常動作訓練、
健康チェック、健康相談、レクリエーション、
給食サービス等とし、具体的には新市にお
いて調整する。

　必要経費の１割程度とする。ただし、昼食
代・作業用材料費は自己負担とする。

区　　　　　　　分

協　議　項　目  各種事務事業の取扱い

　養護老人ホーム等において、原則として７
日以内の宿泊費を助成する。

　養護老人ホーム等において、原則として７
日以内の宿泊費を助成する。

高 富 町 ・ 伊 自 良 村 ・ 美 山 町 合 併 協 議 会 の 調 整 方 針 

伊 自 良 村

福祉関係事業(高齢者福祉関係)

美 山 町 具 体 的 な 調 整 内 容

調 整 の方 針

高 富 町

　１会場、送迎無し

　１回につき１００円とする。ただし、昼食代・
作業用材料費は自己負担とする。

　飲食代全額及び施設利用料・送迎料の１
割

　必要経費の１割程度とする。ただし、昼食
代・作業用材料費は自己負担とする。

その他 　７会場、送迎無し

利用料等

利用料等

生きがい活動支援通所事業
（老人ミニデイサービス事業）

　概ね６５歳以上で、一時的に養護する必要
があると認められる者

　概ね６０歳以上で、自力で会場へ来られる
者

内　容
　日常生活指導、健康チェック、健康相談、
レクリエーション　など

　必要経費の１割程度とする。ただし、昼食
代・作業用材料費は自己負担とする。

　飲食代全額及び施設利用料・送迎料の１
割とする。

　７会場、送迎あり

　飲食代全額及び施設利用料・送迎料の１
割

　概ね６５歳以上で、一時的に養護する必要
があると認められる者とする。

　概ね６５歳以上の虚弱者で、自力で会場へ
来られる者

　生きがい活動支援通所事業の実施により
廃止する。

　廃止する。

対象者

内　容
　養護老人ホーム等において、原則として７
日以内の宿泊費を助成する。

　満７０歳以上の者

　公衆浴場入浴料助成券（月２枚×１２ヵ月
分）又は「はり・きゅう・マッサージ」施術料助
成券（３，０００円分を年間２枚）

高齢者入浴券・マッサージ助成券給付
事業

利用料等

対象者

内　容

B型機能訓練事業

対象者

生活管理指導短期宿泊事業
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厚生専門部会 高齢福祉分科会

協議細目

　　※　国庫補助事業

内　容

　　※　国庫補助事業

　　※　町単独事業

　　※　国庫補助事業

　介護保険により、ホームヘルパーの派遣を
受けた場合、デイサービス・ショートステイを
利用した場合の利用料の１／２を助成する。

内　容
　介護保険により、ホームヘルパーの派遣を
受けた場合、デイサービス・ショートステイを
利用した場合の利用料の１／２を助成する。

　介護保険により、ホームヘルパーの派遣を
受けた場合、デイサービス・ショートステイを
利用した場合の利用料の１／２を助成する。

　介護保険により、ホームヘルパーの派遣を
受けた場合、デイサービス・ショートステイを
利用した場合の利用料の１／２を助成する。

・　市町村民税非課税世帯で、所得が無く
（※）扶養されていない者　など

※　例えば、６５歳以上の者で、国民年金の
みの収入が１４０万円以下であった場合に
は、公的年金等控除により所得は無かったも
のとされます。

・　市町村民税非課税世帯で、生計中心者
の年間収入額が４２万円以下である者　など

・　市町村民税非課税世帯で、生計中心者
の年間収入額が４２万円以下である者　など

内　容
　被介護人１人に対して月額３，０００円を支
給する。

社会福祉法人等による生計困難者に
対する介護保険サービスに係る利用
者負担額減免措置事業

対象者

・　市町村民税非課税世帯で、老齢福祉年
金の受給者

・　市町村民税非課税世帯で、老齢福祉年
金の受給者

・　市町村民税非課税世帯で、老齢福祉年
金の受給者

・　利用者負担が減免されなければ生活保護
受給者となってしまう者

・　利用者負担が減免されなければ生活保護
受給者となってしまう者

　次のいずれかに該当する者とする。　次のいずれかに該当する者 　次のいずれかに該当する者 　次のいずれかに該当する者

　次のいずれかに該当する世帯とする。

・　身体障害者（児）１・２級のうち体幹障害が
ある者と同居する世帯　寝たきり老人、重度心身障害者（児）及び痴

呆性老人と同居する世帯

　被介護人１人に対して月額３，０００円を支
給する。

在宅寝たきり老人等重度障害者（児）
介護人慰労金支給事業

対象者

内　容
　介護用品購入費を月額６，０００円(限度額）
支給する。

家族介護用品購入助成事業 対象者

　

高 富 町 ・ 伊 自 良 村 ・ 美 山 町 合 併 協 議 会 の 調 整 方 針 

伊 自 良 村

福祉関係事業(高齢者福祉関係)

美 山 町 具 体 的 な 調 整 内 容

調 整 の方 針

高 富 町

 各種事務事業の取扱い

区　　　　　　　分

協　議　項　目

　介護保険制度の活用を推進し廃止する。

　年額１０万円を支給する。

家族介護慰労金支給事業
対象者

・　市町村民税非課税世帯で、所得が無く扶
養されていない者　など

・　要介護度２以上の痴呆性老人と同居する
世帯

　重度（要介護度４・５）の被介護人を擁する
市町村民税非課税世帯で、過去１年間介護
保険のサービスを受けていない世帯

　重度（要介護度４・５）の被介護人を擁する
市町村民税非課税世帯

　紙おむつ購入助成事業の充実により廃止
する。

・　市町村民税非課税世帯で、老齢福祉年
金の受給者

・　利用者負担が減免されなければ生活保護
受給者となってしまう者

・　利用者負担が減免されなければ生活保
護受給者となってしまう者
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厚生専門部会 高齢福祉分科会

協議細目

対象者

７７歳

８５歳

８８歳

８９歳

　　※　町村単独事業 ９０歳以上

１００歳

区　　　　　　　分

高 富 町 ・ 伊 自 良 村 ・ 美 山 町 合 併 協 議 会 の 調 整 方 針 

伊 自 良 村

福祉関係事業(高齢者福祉関係)

美 山 町 具 体 的 な 調 整 内 容

調 整 の方 針

高 富 町

 各種事務事業の取扱い協　議　項　目

－

現金５０万円等

支 給 品 等 支 給 品 等 支 給 品 等

敬老祝い金等

祝賀記念品

・　祝賀記念品の贈呈は、７７歳・８８歳・９９
歳の者とする。

・　１００歳の者には、現金５０万円等を贈呈
する。

祝賀記念品

祝賀記念品

－

祝賀記念品

－

－

－

－

現金３０万円

祝賀記念品

現金５０万円等

－

祝賀記念品

－

祝賀記念品
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厚生専門部会 高齢福祉分科会

協議細目

主な内容

案内方法

行事名

対象者

対象者

　伊自良村総合運動公園 　美山町総合運動場 　新市において調整する。

　実施年度内に満７５歳以上になる者のうち、
実施年度の８月１日に在住している者

　対象者への個別郵送方法とする。 　対象者への個別郵送方法とする。

　実施年度内に満７５歳以上になる者のう
ち、実施年度の８月１日に在住している者と
する。ただし、平成１５年度については、高富
地域のみ満７４歳以上の者とする。

　ゲートボール・ペタンク・グラウンドゴルフ 　ゲートボール・ペタンク・グラウンドゴルフ
　ゲートボール・ペタンク・グラウンドゴルフと
する。

　老人クラブ会員全員とする。

　老人クラブゲートボール大会

　実施年度の１２月３１日までに満７５歳以上
になる者のうち、実施年度の９月１日に在住
している者

　対象者への個別郵送方法とする。

　毎年９月１５日を基本とし、新市において調
整する。

　老人クラブ連合会軽スポーツ大会 　老人クラブ連合会軽スポーツ大会 　新市において調整する。
　老人クラブ軽スポーツ大会

　老人クラブ会員全員 　老人クラブ会員全員 　老人クラブ会員全員

　美山町中央公民館
　基本的に、２，０００人収容できる施設とし、
新市において調整する。

　貸切バス等 　無し
　貸切バスを基本とし、新市において調整す
る。

　基調講演、余興等
　基調講演、余興等を基本とし、新市におい
て調整する。

　老人クラブ会員全員 　老人クラブ会員全員とする。　老人クラブ会員全員

行事名

実施会場

　基調講演、余興等

　岐阜市内のホテルの会場

　ゲートボール・ペタンク・グラウンドゴルフ

　高富町総合グラウンド

老人クラブ軽スポーツ大会

主な内容

実施会場

送　　迎

老人クラブ連合会研修会
老人福祉大会

主な内容

　貸切バスを基本とし、新市において調整す
る。

実施会場

送　　迎

　老人クラブ連合会研修会 　老人福祉大会 　新市において調整する。

　対象者への個別郵送方法とする。

　美山町中央公民館
　現行の開催場所を基本とし、新市において
調整する。

　式典、余興等 　新市において調整する。

高 富 町 ・ 伊 自 良 村 ・ 美 山 町 合 併 協 議 会 の 調 整 方 針 

伊 自 良 村

福祉関係事業(高齢者福祉関係)

美 山 町 具 体 的 な 調 整 内 容

調 整 の方 針

高 富 町各　　種　　行　　事　　名

協　議　項　目  各種事務事業の取扱い

敬　　　老　　　会

　毎年９月１５日 　毎年９月１５日前後の２日間

　貸切バス等 　貸切バス等

　高富町中央公民館 　伊自良村村老人福祉センター

　式典、余興等 　式典、余興等

　貸切バス等

　実施年度の１２月３１日までに満７５歳以上
になる者のうち、実施年度の８月１日に在住
している者。ただし、平成１４・１５年度は満７４
歳以上の者とする。

対象者

実施日 　毎年９月１５日
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協議細目

行事名

対象者

行事名

対象者

高 富 町 ・ 伊 自 良 村 ・ 美 山 町 合 併 協 議 会 の 調 整 方 針 

伊 自 良 村

福祉関係事業(高齢者福祉関係)

美 山 町 具 体 的 な 調 整 内 容

調 整 の方 針

高 富 町各　　種　　行　　事　　名

協　議　項　目  各種事務事業の取扱い

実施会場

送　　迎 　無し
　貸切バスを基本とし、新市において調整す
る。

　高富町四国山香りの森公園内香りドーム 　伊自良村ふれあいドーム、さわやかドーム
　美山町内の小学校のうち、いずれかの小学
校グラウンド

　現行の開催場所を基本とし、新市において
調整する。

　老人クラブ会員全員とする。

　老人クラブ連合会健康ウオーク 　新市において調整する。

　平成１５年度は高富地域とし、平成１６年度
以降は新市において調整する。

　新市において調整する。

体　　育　　大　　会

主な内容 　紅白玉入れ　等

　新市において調整する。

　老人クラブ会員全員とする。

　紅白玉入れ　等 　紅白玉入れ　等
　統一メニューとなるよう新市において調整
する。

　貸切バス等 　無し

　老人クラブ連合会体育大会 　老人クラブ運動会 　老人体育大会

　老人クラブ会員全員 　老人クラブ会員全員 　老人クラブ会員全員

健　康　ウ　オ　ー　ク

　老人クラブ会員全員

主な内容
　アウトドアコーディネーターによりウオーク
コースを設定、引率、講演

実施会場 　町内５地区の輪番制
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